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（様式第１号）
令和　　　年　　　月　　　日
　（あて先）川崎市長　福田　紀彦

質問書

提出者（企業名又はグループの代表企業名）

所   在   地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　（代表者印）
実務担当責任者
電話番号：
FAX番号：
E-mail：

川崎市防犯灯包括管理業務委託募集要領について、次のとおり質問書を提出します。

質問内容
	


（注）１　グループで参加の場合は、グループの代表企業名を記載すること。
　　　２　質問１件につき、１枚を提出すること。

（様式第２号）
令和　　　年　　　月　　　日

　（あて先）川崎市長　福田　紀彦

参加表明書

提出者（企業名又はグループの代表企業名）

所   在   地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　（代表者印）
実務担当責任者
電話番号：
FAX番号：
E-mail：

　下記事業の募集要領に基づく選定の参加の意思がありますので、プロポーザル参加資格の審査を申請します。なお、この参加表明書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。


記


事業名称：川崎市防犯灯包括管理業務委託








（注）１　主たる営業所と登記簿上の所在地が異なる場合は、登記簿上の所在地については、（　　）書きで上段に記載すること。
　　　２　グループで参加の場合は、グループの代表企業名を記載すること。

（様式第３号）
令和　　　年　　　月　　　日

　（あて先）川崎市長　福田　紀彦

グループ構成表

　川崎市防犯灯包括管理業務委託募集要領に基づく選定の参加に関しまして、以下の構成員で申請します。

代表者

所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　（実印）
電話番号：
FAX番号：
担当役割

その他企業グループ構成員

所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　（実印）
担当役割


所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　（実印）
担当役割




（注）応募者の構成員すべてを明らかにし、各々の役割分担を別紙により明確にしてくだ
さい。また、構成員の間で交わされた契約書又は覚書等の内容を添付すること。


（様式第４号）
令和　　　年　　　月　　　日

　（あて先）川崎市長　福田　紀彦

履行保証書


　○○○○○○は、××××××が川崎市防犯灯包括管理業務委託に関する包括管理提案の最優秀提案または優秀提案として採用され、最終的に川崎市と××××××が契約を締結した場合、××××××に係る包括管理業務委託の遂行を保証いたします。
　万一、包括管理提案者である××××××において、包括管理業務委託の遂行に支障のある場合には、○○○○○○は保証人として責任を持って事業を遂行し、川崎市防犯灯包括管理業務委託の運営に支障を及ぼさないために、川崎市と××××××が締結した契約に基づく一切の義務を引き継ぎ、誠意を持って迅速に履行することを誓約します。




保　証　人

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　（実印）
電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
FAX番号：　












（様式第５号の１）
令和　　　年　　　月　　　日

　（あて先）川崎市長　福田　紀彦

会社概要

所　 在 　地
商号又は名称
代表者　役職
代表者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　（代表者印）
電話番号：
FAX番号：

	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名

	（内訳）
	事務系　　　　　名　・　技術系　　　　　名

	ISO取得状況
	

	事業概要
（設立年、事業内容、
年間売上金額、営業所一覧）

	（※事業報告書の添付でも可とする。）

	会社の特徴
	



（企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（注）グループで構成する場合は、構成各社提出すること。

（様式第５号の２）
企業状況表

	住　　　　所
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	

	建設業許可番号
	

	経営事項審査点数（総合評点）
	

	ISO　9000シリーズ認証取得状況
	（認証部署等　　　　　　　　　　　　）
（適用企画　　　　　　　　　　　　　）
（審査登録機関　　　　　　　　　　　）
（登録番号　　　　　　　　　　　　　）

	ISO　14000シリーズ認証取得状況
	（認証部署等　　　　　　　　　　　　）
（適用企画　　　　　　　　　　　　　）
（審査登録機関　　　　　　　　　　　）
（登録番号　　　　　　　　　　　　　）

	地方自治法施行令（昭和二十二年政令第十六号）第167条の４の規定に該当する。
	有　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　）

	応募資格要件の確認後から資格審査終了までの期間に川崎市契約規則（昭和三十九年規則第二十八号）第２条に基づく資格停止の措置を受けている。
	有　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　）

	応募資格要件の確認後から資格審査終了までの期間に川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱（令和７年６月１日施行）に基づく指名停止の措置を受けている。
	有　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　）

	応募資格要件の確認後から資格審査終了までの期間に建設業法（昭和二十四年法律第百号）第28条第３項若しくは第５項の規定による営業停止処分を受けている。
	有　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　）

	神奈川県暴力団排除条例（平成二十二年神奈川県条例第七十五号）第23条第１項又は第２項の規定に違反している。
	有　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　）

	川崎市暴力団排除条例（平成二十四年条例第五号）第７条の規定に該当する。
	有　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　）

	民事再生法（平成十一年法律第二百五十五号）第21条の規定による民事再生手続開始の申し立てをしている。
	有　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　）

	会社更生法（平成十四年法律第百五十四号）第17条第１項又は第２項による更正手続開始の申し立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされている更正事件に係わる同法による改正前の会社更生法（昭和二十七年法律第百七十二号）第30条第１項及び第２項の規定により更正手続開始の申し立てを含む。）をしている、又は申し立てをなされている。
	有　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　）


（注）必要事項を記入し、対応する部分には〇をつけること。


（様式第５号の３）
有資格技術職員内訳表

	有資格技術職員内訳
	人　　数

	建築工事
	一級建築士
	人

	
	一級建築施工管理技士
	人

	
	二級建築施工管理技士
	建築
	人

	
	
	躯体
	人

	
	
	仕上げ
	人

	
	監理技術者
	人

	
	その他（※）
	人

	電気工事
	一級電気工事施工管理技士
	人

	
	二級電気工事施工管理技士
	人

	
	監理技術者
	人

	
	その他（※）
	人

	管工事
	一級管工事施工管理技士
	人

	
	二級管工事施工管理技士
	人

	
	監理技術者
	人

	
	その他（※）
	人

	　技術士
	建設
	人

	
	電気・電子
	人

	
	機械
	人

	
	衛生工学
	人

	エネルギー管理士
	人

	建築設備士
	人

	その他（※）
	人


（注）表中の「その他（※）」については、可能な範囲で具体的に記入すること。


（企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（様式第５号の４）
各役割の責任者業務実績表

	分　　　担

氏名・年齢
	実務経験年数

資　　　格
	過去に従事した防犯灯ESCO事業等
類似業務の実績

	
	
	実施年度　　立場　　業務概要

	事業役割責任者
社名
　　　　　　　　
氏名
　　　　　　　　

年齢　　　　　歳
	経験年数　　年
	

	
	資格の種類：


　　　　　　　　
	

	
	
	

	
	
	

	設計役割責任者
社名
　　　　　　　　
氏名
　　　　　　　　

年齢　　　　　歳
	経験年数　　年
	

	
	資格の種類：


　　　　　　　　
	

	
	
	

	
	
	

	施工役割責任者
社名
　　　　　　　　
氏名
　　　　　　　　

年齢　　　　　歳
	経験年数　　年
	

	
	資格の種類：


　　　　　　　　
	

	
	
	

	
	
	

	その他役割責任者
社名
　　　　　　　　
氏名
　　　　　　　　

年齢　　　　　歳
	経験年数　　年
	

	
	資格の種類：


　　　　　　　　
	

	
	
	

	
	
	


（注）本提案における実務上の各役割の責任者を記入のこと。
　　　ESCO事業等とは、省エネ診断、建築・設備設計、工事の実績も含む。

（グループ名（企業名）：　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（様式第６号）
ESCO関連事業実績一覧表

	事業件名
	発注者
	受注形態
	契約金額
（千円）
	契約年月日
	契約期間
	施設(設備)概要
	主な契約内容

	
	
	
	
	
	
	用途
	構造・規模数量等
	改修工事完了年月
	対象機器
	全体の省エネルギー率
	パフォーマンス契約の有無と種類(ギャランティード/シェアード)
	保証の有　無
	計測・検証の有無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無

	
	
	
	
	
	
	
	
	年
月
	
	％
	有（G・S）・無
	有・無
	有・無


(注)１　受注形態の欄には、単独、JVの別を記入すること。
　　２　ESCO事業におけるパフォーマンス契約とは、省エネルギー改修による経費削減分で全ての経費を賄う契約であり、その中で、ギャランティード・セイビングス契約では実績の金融負担を発注者が負い、シェアード・セイビングス契約はESCO事業者が実際の金融負担を負う形態となる。
　　３　上記の各契約を証明できる書類は提出、提示する必要はないが、別途、提示を求めることがある。
（企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　）



（様式第７号の１）
令和　　　年　　　月　　　日

　（あて先）川崎市長　福田　紀彦

暴力団員などに該当しないことの誓約書及び同意書

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　（代表者印）
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　


川崎市防犯灯包括管理業務委託募集要領に基づく応募にあたり、応募者（※）が川崎市暴力団排除条例第２条に該当するもの及び暴力団員等と密接な関係を有すると認められるもの（以下「排除対象者」という。）に該当しないことを誓約し、下記について確認・同意します。
記
１　市長は、応募者が排除対象者であるか否かの確認のため、別紙「役員等氏名一覧表（様式第７号の２）」に記載された情報を、必要に応じ、神奈川県警察本部に照会する。
２　応募者が排除対象者である場合は、市長は次のとおり取扱うものとする。
（１）応募者は事業提案に参加できない。
（２）応募者の優先交渉権者及び次点交渉権者の決定を取り消す。
（３）応募者と契約を締結しない。
（４）当該契約を解除することができる。
（５）応募者について川崎市競争入札参加資格者指名停止等措置要綱に基づき指名停止を行う。
（６）応募者と締結している他の契約を解除することができる。
３　上記２の結果、応募者に損害が生じても、市長はその損害の賠償の責めを負わないものとする。

（※）応募者には法人その他の団体の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）を含む。

（注）グループで応募の場合は、応募者のすべての構成員が提出すること。


（様式第７号の２）
（　　枚のうち　　枚目）

役員等氏名一覧表

令和　　　年　　　月　　　日現在の役員
	役職名
	氏名
	氏名のカナ
	生年月日
（昭和Ｓ、平成Ｈ）
	性別
（男・女）
	住所

	代表者

	印
	
	Ｓ
Ｈ    .   .   
	
	

	

	印
	
	Ｓ
Ｈ    .   .   
	
	

	

	印
	
	Ｓ
Ｈ    .   .   
	
	

	

	印
	
	Ｓ
Ｈ    .   .   
	
	

	

	印
	
	Ｓ
Ｈ    .   .   
	
	

	

	印
	
	Ｓ
Ｈ    .   .   
	
	

	

	印
	
	Ｓ
Ｈ    .   .   
	
	




記載された全ての者は、代表者又は役員（業務を執行する社員、取締役、執行役員又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人等に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上に支配力を有するものと認められる者を含む。）のうちに暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過していない者がいないことを確認するため、本様式に記載された個人情報を神奈川県警察本部に照会することについて、同意します。



団体名　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　



（様式第８号）
令和　　　年　　　月　　　日

参加資格確認結果通知書

商号及び名称
代表者職氏名

川崎市長　福田　紀彦　


令和　　　年　　　月　　　日付けで公告された次の件について、参加資格確認結果を通知します。


１　件　　名　　川崎市防犯灯包括管理業務委託

２　履行場所　　川崎市全域

３　参加資格の有無
（１）有の場合、資格を有することを認めます。
（２）無の場合、次により、資格を有することを認めません。
理由：○○のため








担当窓口：	　川崎市市民文化局市民生活部地域安全推進課　
地域安全担当
電話：	  ０４４－２００－２２８４
ＦＡＸ：	  ０４４－２００－３８６９
電子メール：   25tiiki@city.kawasaki.jp
　　　　　　　

（様式第９号）
令和　　　年　　　月　　　日

　（あて先）川崎市長　福田　紀彦

提案辞退届

申請者（企業名又はグループの代表企業名）
所 　在 　地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　（代表者印）
電話番号：


下記事業への募集要領に係る選定の参加を以下の理由により、辞退します。


記


事業名称：川崎市防犯灯包括管理業務委託
（提案要請番号：　　　　　　　　）

提案辞退理由

	


（注）グループで参加の場合は、グループの代表企業名を記載すること。

（様式第10号）
令和　　　年　　　月　　　日

　（あて先）川崎市長　福田　紀彦

提案書提出届

申請者（企業名又はグループの代表企業名）
所   在   地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　（代表者印）
電話番号：

下記事業に関しまして、下記の提案書類を提出いたします。

事業名称：川崎市防犯灯包括管理業務委託
（提案要請番号：　　　　　　　　）

記
	該当欄
	提　出　書　類

	□
	提案総括表（様式第11号の１～様式第11号の２）

	□
	防犯灯の灯具更新に関する提案書（様式第12号）

	□
	専用柱の定期点検、劣化による建替えに関する提案書（様式第13号）

	□
	現地調査及び電力契約の調査・照合等に関する提案書（様式第14号）

	□
	管理システムに関する提案書（様式第15号）

	□
	使用機器提案書（様式第16号）

	□
	事業資金計画書（様式第17号の１～様式第17号の４）

	□
	維持管理計画書（様式第18号）

	□
	緊急時対応提案書（様式第19号）

	□
	工事中の対応・廃棄計画書（様式第20号）

	□
	契約終了後の対応（様式第21号）

	□
	個人情報管理体制報告書（様式第22号）

	□
	独自提案書（様式第23号）


（注）１　主たる営業所と登記簿上の所在地が異なる場合は、登記簿上の所在地について、（　）書きで上段に記載すること。
　　　２　グループで参加の場合は、グループの代表企業名を記載すること。
　　　３　提出書類について、該当するものを黒塗りすること。
（様式第11号の１）

提案総括表

提案の概要

防犯灯設備等の設置及び維持管理に係る計画策定と施工及び施工管理等について、全体の概要を記載するとともに、創意工夫している点について記載すること。（提案の全体像がわかるもの）

	



（様式第11号の２）

提案総括表

契約内容提案書

事業期間における事業費用について、次の内容を記載すること。
１　事業費総額及び各業務項目の費用について（いずれも消費税込で記載すること。）
　２　１で示す事業者体制及び費用について、望ましいと考える事業者体制と理由
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[bookmark: _Hlk216990816]（様式第12号）

防犯灯の灯具更新に関する提案書

防犯灯の灯具更新について、次の内容を記載すること。
１　ESCO事業LED化一斉更新分の灯具寿命に伴う分割更新について
２　ESCO期間中の更新・新設・寄附増加分の計画分割更新について
※上記内容の記載にあたっては、要求水準書に定める当該業務における要求水準を遵守
するとともに、年度ごとに各施工工程において、市内企業の活用に係る選定評価を行え
るよう協力・連携事業者の役割として市内工事事業者の活用の有無、活用する場合は、
発注方針（地元優先の仕組み）、地区別の参画数、その具体的な作業内容、年間計画事業
費に占める発注金額とその割合等について記載すること。

	



（様式第13号）

専用柱の定期点検、劣化による建替えに関する提案書

専用柱の定期点検、劣化による建替えについて記載すること。

	



（様式第14号）

現地調査及び電力契約の調査・照合等に関する提案書

現地調査及び電力契約の調査・照合について、次の内容を記載すること。
１（１）町内会・商店街等が維持管理し、本市に移管を希望する又は開発行為者からの
寄付による防犯灯の位置や設備の調査方法等について
（２）電力契約の調査・照合方法等について
（３）道路（河川）占用等設置許可申請について
（４）電柱添架申請等について
２　防犯灯管理システムの構築に際し、全灯調査を実施する場合の調査方法等について

	



（様式第15号）

[bookmark: _Hlk219451951]管理システムに関する提案書

管理システムについて、次の内容を記載すること。
１　管理システムに使用する仕様について
２　管理するデータ内容及び地図データの様式等管理項目について
３　現ESCO事業のシステムデータの移管について
４　次期事業へのシステムデータの移管について

	


（様式第16号）

使用機器提案書

提案する使用機器について、下記の内容を記載すること。
１　使用機器性能
　　使用機器の詳細について、詳細検討に基づき使用する機器の図、当該機器に関するエネルギー消費状況の評価内容、その他、灯具仕様に基づいた内容説明、数値的根拠、設置場所の地域特性に応じた灯具選定について記載（根拠資料添付）すること。
２　機器の選定において、消費電力量の削減、ランニングコストの軽減、や環境負荷の
　低減に貢献しているか、また、二酸化炭素排出量の削減に配慮しているか等、環境負
荷低減への配慮について記載すること。
３　製品の設計図（添付可）

	





（様式第17号の１）

事業資金計画書

事業費計算書　（事業契約期間10年）

（消費税込　単位：円）
	
	項目
	R8
	R9
	R10
	R11
	R12
	R13
	R14
	R15
	R16
	R17
	R18
	合計

	
	
	システム
構築期間中
	1年度
	2年度
	3年度
	4年度
	5年度
	6年度
	7年度
	8年度
	9年度
	10年度
	

	1
	システム構築・運用費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	防犯灯管理プレートの設置費
（新設・移管・寄附分に限る）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	灯具更新費
（募集要領３（４）ア分）
【リース料を含める場合はその旨記載】
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	灯具更新費
（募集要領３（４）イ分）
【リース料を含める場合はその旨記載】
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	専用柱定期点検・建替費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	維持管理費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	保険料
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	通報受付設置・運用費
（コールセンター等）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	その他包括的維持管理サービス料　
	―
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	事業費合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注)１　Ａ３版横書きで作成すること。
　　２　灯具更新費には、詳細診断費、設計費、工事費、工事監理費、電力会社事務手続費等を含むものとする。
　　３　維持管理費には、不点対応等に係る緊急対応費や防犯灯設備等の撤去・運搬・リサイクル・廃棄処分に係る費用を含む。
４　必要に応じて行、項目を追記、修正すること。
　　５　事業期間以降は記述の必要はない。(合計欄は事業契約期間の合計を記載する。)



（様式第17号の２）

事業資金計画書

資金収支計画書　（金利：　　　　％〔基準金利　　　　％、スプレッド　　　　％〕）

（消費税込　単位：円）
	
	収支内訳
	R8
	R9
	R10
	R11
	R12
	R13
	R14
	R15
	R16
	R17
	R18
	合　計

	
	
	システム構築期間中
	1年度
	2年度
	3年度
	4年度
	5年度
	6年度
	7年度
	8年度
	9年度
	10年度
	

	Cash-In①
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1
	調達資金（借入／自己資金）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	包括的維持管理サービス料
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	その他（※）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Cash-Out②
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1
	システム構築・運用費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	防犯灯管理プレートの設置費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	灯具更新費（募集要領3（4）ア分）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	灯具更新費（募集要領3（4）イ分）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	専用柱定期点検・建替費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	維持管理費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	保険料
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	通報受付設置・運用費
（コールセンター等）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	借入金返済
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	金利償還分
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	その他（※）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	キャッシュフロー（①－②）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	借入金残高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注)１　Ａ３版横書きで作成し、可能な範囲で詳細に記載すること。
２　「その他（※）」は、別途、内訳を添付すること。
　　３　灯具更新費には、詳細診断費、設計費、工事費、工事監理費、電力会社事務手続費等を含むものとする。
　　４　維持管理費には、不点対応等に係る緊急対応費や防犯灯設備等の撤去・運搬・リサイクル・廃棄処分に係る費用を含む。
５　必要に応じて行、項目を追記、修正すること。
（様式第17号の３）
事業資金計画書

資金計画書

⑴　事業費の調達方法に関する考え方

	事業費総額


　　　　　　　百万円
	
	事業役割
	設計役割
	施工役割
	その他

	
	企業名
	
	
	
	

	
	自己資本
	
	
	
	

	
	外部借入等
	
	
	
	

	
	補助金
	
	
	
	



⑵　金利設定について
	※基準金利は、東京時間10時にテレレート17143頁に表示されるTOKYO SWAP REFERENCE RATE6ヵ月LIBORベースX年物（円－円）金利スワップレートを用いた金利などとし、応募者の提案による利ざや（スプレッド）を追加した値とします。なお、金利設定の基準日は事業者の提案によるものとし、スプレッドは事業期間中見直すことはできません。



	基準金利(a)
	

	スプレッド(b)
	

	設定金利(a+b)
	

	基準金利の選定日、年数

	スプレッド設定根拠（考え方）



⑶　その他、資金調達手法として検討している事項があれば記入すること。
	






（様式第17号の４）

事業資金計画書

工事予算等経費計画書

（消費税込　単位：円）
	
	項目
	R8
	R9
	R10
	R11
	R12
	R13
	R14
	R15
	R16
	R17
	R18
	合計
	備考

	
	
	システム
構築期間中
	1年度
	2年度
	3年度
	4年度
	5年度
	6年度
	7年度
	8年度
	9年度
	10年度
	
	

	1
	詳細診断費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	設計費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	工事費（設備材料費）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	工事費（施工費）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	既設設備の撤去含む

	5
	工事監理費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	電力会社事務手続費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	その他（※）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	既設設備の運搬・リサイクル・廃棄処分費含む


（注）１　防犯灯の灯具更新に係る費用を記載の上、内訳を添付すること。
２　「その他（※）」は、別途、内訳を添付すること。
３　毎年かかる経費は様式17号の1の灯具更新費（募集要領３（４）アとイ分）と一致するようにすること。



（様式第18号）

維持管理計画書

１　維持管理計画
　既存のLED防犯灯、専用柱等の設備、灯具更新後の防犯灯等の維持管理・保証に関する計画内容について記載すること。
　また、コスト削減及びサービス水準の向上や保証等の視点で、工夫している点があれば、記載すること。
	







２　維持管理見積書

（消費税込　単位：円）
	項目
	R8
	R9
	R10
	R11
	R12
	R13
	R14
	R15
	R16
	R17
	R18
	合計
	備考（算出根拠共）

	
	システム
構築期間中
	1年度
	2年度
	3年度
	4年度
	5年度
	6年度
	7年度
	8年度
	9年度
	10年度
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　毎年かかる経費の別途作成する内訳がある場合は、内訳を添付すること。
　　　２　毎年かかる経費は、様式17号の1の維持管理費と一致するようにすること。




（様式第19号）

緊急時対応提案書

通報受付に係るコールセンターの設置又は別手法による提案と不点対応や倒壊等に係る緊急対応方法について記載すること。
　また、災害時の対応方法についても記載すること。

	



（様式第20号）

工事中の対応・廃棄計画書

　工事施工にあたり、安全管理・工程管理などにおいて特に重要と判断する事項、過照明による農作物への影響や周辺住民への配慮及び品質管理、工事完了期限、ESCO設備の引き渡し、市内事業者の活用方法に関する内容を記載すること。
また、既存設備の移設や撤去・運搬・リサイクル・廃棄の処理方法について記載すること。

	


（注）市内業者の企業名等は明記しないこと。

（様式第21号）

契約終了後の対応

　包括管理業務委託契約期間終了後の対応について記載すること。（防犯灯設備等の取扱いや、作業状況など業務遂行上の特記事項等を引継ぐために必要な、業務引継期間の設定や、引継書の作成など、引継ぎ後の業務が円滑に実施できるような提案を具体的に記載）

	



（様式第22号）

個人情報管理体制報告書

　本事業を実施するにあたり、応募者が講じた個人情報管理体制の安全対策について、記載すること。

	[bookmark: _Hlk217046826]



（様式第23号）

独自提案書

本事業を実施するにあたり、独自の提案について記載すること。（事業費の抑制に資するようなもの、維持管理の効率化等）

	



